
夫●ヽ
′
「 算

Ｅ
Ⅸ
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芋 生
ロ
童
日

(第 57期 )

自 令和 4年 4月 1日
至 令和 5年 3月 31日



止 _違塾L量
令和 5年 3月 31日 現在

摘
■●,( 金  額

(資産の部)

【流動資産】

現  金
普通預金 りそな銀行 弘明寺支店

NO.630-1020313

りそな銀行 弘明寺支店

NO.630-1220657

普通預金

未収入金

【固定資産】

関係先出資金

全日本葬祭業協同組合連合会

電話加人権

資産合計

(負債の部)

【流動負債】

仮受金

未払い持分

未払い金

負債合計

差引正味財産

単位 :円

361,427

7,291,527

ｎ

）

336,000

2,460,000

160,566

10,609,520

20,000

130,000

1,970,440

2,120,440

8,489,080
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貸」望量」生塞
令和 5年 3月 31日 現在

単位  : 円
資 産 の 部 負 債 の 部

科   目 金  額 科   目 金 額

【流動資産】

1.現金及び預金

2.未収入金

(無形固定資産)

電話加入権

無形資産 計

(外部出資)

関係先出資金

外部出資 計

固定資産 計

7,652,954

336,000

【流動負債】

1.仮受金

2.未払い持分

3.未払い金

20,000

130,000

1,970,440

7,988,954

160,566

負債の部 計 2,120,440

【出 資 金】
出資金

出資金 計

【法定準備金】

法定利益準備金

【剰 余 金】
特別積立金

教育情報繰越金

災害時準備金

全国大会準備金

当期未処分利益

(う ち当期利益)

利益剰余金 計

660,000

160,566

2,460,000

2,460,000

660,000

660,000

660,000

1,581,550

115,000

1,092,600

2,970,500

1,409,430

(646,924)

2,620,566

7,169,080

純資産の部 計 8,489,080

資産の部合計 10,609,520 負債及び純資産合計 10,609,520
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流動資産 計

純 資 産 の 部



ロ
ロ

ロ
ロ

う
０

月

月

４
＾

０
０

年

年
和

和

令

令

自

至

単 円

科   目 金   額

9,636,000

4,224,831

13,860,831

13,860,831

14,547,724

355,612

574,800

170,800

469,410

754,920

266,246

55,105

63,247

408,600

755,160

157,536

9,660

296,300

200,000

55,290

5,100,000

2,453,528

761,790

121,000

886,020

500,000

132,700

54

999,263

234,500

100,000

-686,893

1,333,817

646,924

646,924

705,825

(営業損益の部)

【事業収入】

賦課金収入

斡旋手数料

売上高 合計

売上総利益金額

【販売費及び一般管理費】
福利厚生費
広告宣伝費

接待交際費

会議費

旅費交通費

通信費
事務用品費

水道光熱費

諸会費

賃借料
リース料

保険料

租税公課

寄付金 全葬連所属被災組合、他

雑費

関係団体負担金

教育情報事業費
総会費

事務費

人件費

渉外費

慶弔費

販売費及び一般管理費 合計

営業損失金額
(営業外損益の部)

【営業外収益】
受取利息

雑収入

全葬連分配金

研修会補助金

営業外収益 合計

経常利益金額
当期利益金額

前期繰越利益

当期未処分利益 1,352,749

- 19-



型 塗 重 型 ⊆ 企 塗

自 令和 4年 4月 1日
至 令和 5年 3月 31日

当期未処分剰余金

(1)当 期純利益金額

(2)前期繰越剰余金額

剰余金処分額

(1)教育情報費用繰越金

(2)特別積立金

(3)災害時準備金

(4)全国大会準備金

Ⅲ.次期繰越剰余金

Ⅱ

646,924円

705,825_El

70,000円

70,000円

500,000円

20o.o00_皿

La52墜ユ旦

84o.o00_El

__二塑曇堅旦
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監 査__担 告 豊

中小企業等協同組合法第 40条第 5項により、組合から受領した第 57期財産目録、

貸借対照表、損益計算書、剰余金処分案を監査した。

なお、当組合の監事は定款第 28条 (監事の職務)に定めるところにより、監査の範

囲が会計に関するものに限定されているため、事業報告書を監査する権限を有してい

ない。

1 監事の監査の方法及びその内容
決算関係書類の監査のため、会計に関する帳簿、書類を閲覧し、計算書類について

検討を加え、必要な実査、立会い、照合及び理事からの報告の聴取、その他通常とる

べき必要な方法を用いて調査した。

監査結果の意見

(1)財産目録、貸借対照表、損益計算書は、組合の財産及び損益の状況のすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

(2)剰余金処分案は法令及び定款に適合しているものと認める。

2

3 追記事項
特になし

令不口5年 4月 25 日

神奈川県葬祭業協同組合

監 事 茂 登 山 正

監 事 関 口 邦
ヽ
フ
方

イ
に
一〓
）

ｒ
●
１．
■
子
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一＝

令和 5 年度事業計画 (1,iミ)

鵬籠58期】

令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31日

共同購買及び斡旋事業の推進

組合員の取扱品で共同購入及び斡旋により組合員の利益になる品目を対象に実施

各委員会事業の推進

*事業委員会・・神賛会との連携による特販について

*組織委員会・・緊急災害時の各自治体との応援協定締結の推進

多数遺体取扱訓練への参加協力

会・・組合員の為の講習会の開催、各種機関の講習会参加、

会・・機関誌「神葬協」の発行

会・ 。「神葬協」ホームページの充実

会・・各委員会所轄外の事業対処

1 )事業

① 定例会及び役員会の定期開催 (職場訪問)

② 葬祭ディレクター技能審査勉強会 (2回予定)

③ 教育委員会との合同セミナーの開催

④ 各地災害対策訓練への参加

⑤ 神賛会との協力事業

⑥ 神賛会新規会員の推薦と獲得

⑦ 全葬連青年委員会 第 2回、第 3回研修会

③ 全葬連事業への積極参加 (全国大会。研修会など)

⑨ 他都道府県青年部との合同研修会

⑩ 新規イベント・セミナーの開催

2 )会員増強

① 会員親睦・増強委員会の設置

3 )親睦

① 職場訪問 (会員事業所、及び神賛会会員事業所)

② 忘年会の開催

③ 新年会の開催

*教育委員
*広報委員
*IT委員
*特別委員
*青年部会

- 22 -



④ 懇親ゴルフコンペの開催

⑤ 家族会の開催 (年 1回以上)

⑥ 暑気払い。バーベキユー (夏季)

⑦ スキーツアー・温泉 (冬季)

③ 他、都道府県青年部との積極交流

Ⅲ.福利厚生事業
所属組合員に対する慶弔の実施

Ⅳ.組合員増強
各支部の現状調査を通し組合員増強の推進に努める

V.全葬連 if共済会事業の推進

Ⅵ.葬祭ディレクターの推進
令和 5年 9月 27日 に実施される第 27回葬祭ディレクター試験の審査官始め、

勉強会の開催を通し運営に協力する
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I.収入の部

I.支出の部

科   目 金  額 (円 )
賦 課 金 収 入 12,000/月 ×66社×12ヶ 月

′′ 132,000 対外研究費@2,000/年 ×66社

全 葬 連 分 配 金 136,000

斡 旋 手 数 料 収 入 4,200,000

受  取  利  息 55

雑    収 入 400,000 研修会補助金、他
〈
ロ 計 14,372,055

科    目 金  額 (円 ) 摘   要
福 利 厚 生 費

広 告 宣 伝 費 600,000

接 待 交 際 費 150,000

会   議   費 455,000

旅 費 ・ 交 通 費 750,000

通   信   費 280,000

事 務 用 品 費 65,000

水 道 光 熱 費 64,000

=」`面イヨ △
〓 費 408,600

賃   借   料 755,160
―１

／ ス  料 157,536

保   険   料 10,000

租 税 公 課 300,000

59,759

関 係 団 体 負 担 金 5,100,000 6,000円 /月 ×66社×12ヶ月、他

総 〈
一 費 800,000

事   務   費 130,000

887,000

慶   弔   費 200,000

渉    外    費 400,000

〈
ロ

Ｌ
・―
ヨ́
ロ 14,372,055
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全菫里ヨ塾区主i算 (案)

【第 58期 】
令和 5年 4月 1日 ～令和 6年 3月 31日

摘   要
9,504,000

400,000

雑 費

教 育 事 業 費 2,400,000

人   件   費


